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平成27年 1月 16日 

各  位 

   会 社 名：株 式 会 社 大   京 

   代 表 者 名：代 表 執 行 役 社 長 山口  陽 

  コード番号：8840   東証第１部 

      問い合わせ先：グ ル ー プ 経 営 企 画 部 長 日名子幸一 

TEL：03-3475-3802 

 

 

連結子会社間（オリックス・ファシリティーズ株式会社とオリックス・エンジニアリング株式会社）の 

合併に関するお知らせ 

 

 当社の連結子会社であるオリックス・ファシリティーズ株式会社（以下、「オリックス・ファシリティーズ」）

と、その子会社であるオリックス・エンジニアリング株式会社（以下、「オリックス・エンジニアリング」）

は、昨日、平成27年 3月1日を効力発生日（予定日）として、吸収合併契約の締結をいたしましたので、下

記のとおりお知らせいたします。 

 なお、本合併は、連結子会社間の合併であるため、開示事項・内容を一部省略しております。 

 

                         記 

 

１．合併の目的  

 

オリックス・ファシリティーズは、オフィスビル・商業施設等の総合ビル管理事業を中心に、太陽光発

電施設の建設工事、オペレーション＆メンテナンス、医療関連・教育文化施設サービスからコンストラク

ション・マネジメントなどを行っています。一方、オリックス・エンジニアリングは、建設設備工事設計・

施工と、電気設備施工事業を展開しています。 

 

このたび、建物維持管理に強みを持つオリックス・ファシリティーズと、建物・設備工事に強みを持つ

オリックス・エンジニアリングの合併により、建物全般に関するお客さまのニーズをワンストップで解決

できるソリューション体制を構築してまいります。また、建設業界の就労人口減少と高齢化により、技術

者の採用が難しい状況下、両社の技術者を集約することで、効率的な人員配置を行い、工事受注力の強化

を図ってまいります。 

こうしたシナジー効果のもと、新会社オリックス・ファシリティーズは、お客さまサービス体制のさら

なる強化を実現し、事業の拡大を目指してまいります。 

 

２．合併の要旨 

 

（１）合併の日程 

合併契約書締結     平成27年 1月 15日（木）    （合併当事会社） 

    合併契約承認株主総会  平成27年 2月下旬予定     （合併当事会社） 

    合併期日（効力発生日） 平成27年 3月1日（日）（予定） 

 

（２）合併の方式 

      オリックス・ファシリティーズを合併存続会社とし、オリックス・エンジニアリングを消滅会社と

する吸収合併を行います。 

 

（３）合併に係る割当ての内容 

    本合併は、当社の連結子会社間において行われるものであるため、本合併による新株式の発行およ

び合併対価の交付の予定はありません。 

 

 

 

 

 



2 

 

 

３．合併当事会社の概要（平成26年 9月 30日現在） 

(1) 商     号 
オリックス・ファシリティーズ株式会社 

（存続会社） 

オリックス・エンジニアリング株式会社 

（消滅会社） 

(2) 所 在 地 
京都府京都市下京区大宮通仏光寺 

下る五坊大宮町99 

東京都渋谷区千駄ヶ谷5-25-5 

(3) 代 表 者 ※ 代表取締役社長 松﨑 勉 代表取締役社長 松﨑 勉 

(4) 事 業 内 容 

総合ビル管理・賃貸マンション管理 

その他不動産管理、不動産仲介・建築工事 

建築工事、電気工事、設備工事、計装工事

情報ネットワーク工事、太陽光発電設備工

事、モートルメンテナンス、設備診断、 

機械器具設置工事 
(5) 資 本 金 857百万円 300百万円 
(6) 設 立 年 月 日 昭和45年 2月12日 昭和26年 1月31日 
(7) 発行済株式数 2,782,800株 6,185,136株 
(8) 決 算 期 3月 31日 3月 31日 
(9) 総 資 産 11,613百万円 4,872百万円 

(10) 株 主 
株式会社大京             100% オリックス・ファシリティーズ株式会社  98.7% 

他                                    1.3% 
※ 代表取締役社長は、平成27年 1月 1日付で、三宅 恒治が就任しております。 

詳細は、平成26年 12月 15日の「大京グループの代表取締役の異動に関するお知らせ」をご覧ください。 

 

４．今後の見通し 

 

 本合併によるオリックス・ファシリティーズの商号、本店所在地、代表者※、資本金および決算期の

変動はありません。 

また、連結子会社間の吸収合併であるため、連結業績への影響は軽微であります。 

 

以上 

 

 

 


